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2023人事院勧告について

2



2023人事院勧告の骨子
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暫定再任用職員については0.05月分の引き上げ

内訳：地域手当等437円、
特地勤務手当等1円
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3ヶ月以上、月の半分を
超えて在宅勤務を命ぜ
られた職員

自動車通勤については、
距離に応じて定める額
の2分の1
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2023勤務時間に関する勧告の骨子
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15分単位の取得につ
いては、地方公務員は
当てはまりません！



確定闘争をめぐる情勢と課題①

１．勧告に対する評価 ～自治労見解～

〇月例給一時金の引き上げ：2023春闘における民間組合の結果、民調の結果を踏まえたもの

⇒2年連続の引き上げ、初任給の引き上げや、一時金の引き上げが期末手当にも配分されたこ

とについては、組合員の期待にも一定応えた内容（一定の評価はできる）

一方で…

〇引き上げ率が0.96％にとどまったことは、物価高騰下での組合員の厳しい生活実態をふまえ

れば、納得できるものではない。

〇引き上げの配分について、全世代への配分とはなったものの、中高齢層への引き上げの配分

は十分ではなく不満が残る

〇フレックスタイムの更なる柔軟化のための勤務時間法の改正については、職員の希望に沿う形の柔

軟な勤務形態の実現を求める。導入に当たっては一方的に使用者に決められることの無いような制

度を！
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2023確定闘争について
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２．社会と公務の変化に応じた給与制度の整備の骨格案

①人材確保のための取り組み
新卒初任給の引き上げ、係長級～本府省課長補佐級の俸給の最低水準を引き上げ、勤勉手
当の成績率上限の引き上げ、採用時からの新幹線通勤・単身赴任手当に対する手当支給

②組織パフォーマンスの向上施策
本府省課室級の俸給体系をより職責重視に見直し、地域手当の大括り化、定年前再任用
短時間勤務職員等に支給する手当の拡大

③多様なワークスタイル・ライフスタイル実現にむけた環境整備
扶養手当の見直し、テレワーク関連手当の新設（本年勧告）

※アップデート以外の部分では勤務間のインターバル確保、夏季休暇の使用可能期間の拡大、
年次休暇の使用単位の見直し、テレワークガイドラインの策定等にも触れられています。

※給与カーブのあり方については、「段階的に定年が引き上げられる中での公務における人
事管理のあり方の変化や、民間における高齢期雇用や給与水準の状況を注視しつつ、人事
管理に係る他の制度と一体で引き続き検討を行っていく」としています。

確定闘争をめぐる情勢と課題①
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３．今後の課題

①人事委員会勧告

・初任給の始め、全ての世代の月例給の引き上げ

・期末手当に重点を置いた一時金の引き上げ

・会計年度任用職員について

〇勤勉手当支給に向けた条例改正

〇一時金の引き上げ分については期末手当での支給

〇現行、常勤職員同様の期末手当の支給月数となっていない単組は、常勤職員と同月数

〇通知に基づいた給与改定の取り扱い（4月に遡っての改定）、休暇等の常勤職員との権衡

⇒各県段階での交渉の強化、人事委員会対策が極めて重要！

②給与法の取り扱い：早急かつ冷静な議論を求めていく

確定闘争をめぐる情勢と課題②
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私たちの賃金は
人勧によって決まるのではありません！

自らの賃金・労働条件は、
労使交渉によって決定しましょう！



◇2023確定闘争の取り組みの柱のとして

人勧を踏まえた賃金課題に加えて、自治労に結集するすべての単組で統一的に改善を求
める課題を設定。

「４つの重点課題」
① 給与の引き上げ改定を行うこと

② 中途採用者の賃金行うこと

③ 賃金の運用改善にむけ、「１単組・１要求」を行うこと

④ 会計年度任用職員への会計年度任用職員への勤勉手当支給にむけた条例改正を行うとともに、常勤

職員との均等・均衡に基づいた処遇改善を行うこと。

また、給与改定にあたっては常勤職員と同様に遡及改定を行うこと
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2023確定闘争の「４つの重点課題」



・初任給をはじめ、すべての職員の賃金を引き上げること

・一時金の支給月数を引き上げること。引き上げ分の配分にあたっては、期末手当に重点
を置くこと

・地域の実情を踏まえ諸手当を改善すること。とくに燃料費の高騰を踏まえた自動車等に
よる通勤手当（および寒冷地手当）を引き上げること

「給与改定の引き上げ改定を行うこと」
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2023確定闘争の重点課題①



・民間経験等のある中途採用者の初任給格付けについては、国の経験者採用試験採用者に準じて、採用者の有する能力、
知識経験、免許等を考慮して具体的に就ける職を決め、その者の従事することとなる職務（ポスト）に応じて級決定をお
こなうこと（2級以上の初任給格付けを可能とする）

・人事院規則にあわせ、在級期間の短縮（5割）、最短昇格期間（1年）の適用を可能とするように規則を改正するとと
もに、運用の改善をおこなうこと

・号給の決定については、初号制限を撤廃するとともに、民間職務経験を100％換算とし、5年超の職務経験についても
12月換算とすること

・必要な在職者調整をおこなうこと

「中途採用者の賃金改善」
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2023確定闘争の重点課題①



◇おもな改善項目
①基本給･･･賃金水準の回復（ポイント賃金到達へ向けた昇給･昇格基準の運用改善）
②自治体最低賃金･･･月額176,100円（国公行（一）1-13）以上、日給8,805円以上、時給1,136円
以上とすること

③初任給･･･②も踏まえ国公初任給基準（高卒は1-5）の改善、単組は高卒1-13、従来の目標1-13に
未到達単組は現行初任給基準の4号上位

④再任用者の賃金･･･60歳超の職員と同様に、退職時の職務での任用・級の格付けを基本
⑤昇給区分の運用･･･上位昇給区分（8号昇給5%、6号昇給20%）の公平な運用を追及
⑥一時金･･･期末手当の割合を重点に！成績率の一方的な導入、成績率の拡大を行わせない
⑦時間外勤務手当･･･月45ｈ超、60ｈ未満の割増率の引上げ、不払い残業の撲滅
⑧その他諸手当･･･地域実情を踏まえた各種手当引上げ、特に燃料費の高騰を踏まえた自動車等による通
勤手当（寒冷地手当）の引き上げ

⑨人員確保･･･コロナ禍で明らかとなった人員不足実態（超勤･休暇が取れないなど）を踏まえた人員確保

2023確定闘争の重点課題②

「一単組・一要求」
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2023確定闘争の重点課題③

〇勤勉手当支給に向けた条例改正を！

〇4月に遡及しての給与改定を！

〇処遇改善（大原則は常勤職員との均衡）
（1）給料・報酬

⇒常勤職員と異なる運用（昇給幅､昇給上限など）の是正

⇒人勧に基づく引き上げ

⇒独自給与表としている場合には、勧告による引き上げ分を上回る給与表の改善

（2）一時金（2023人勧を踏まえた追及点）

①期末手当の均衡がはかられていない場合

⇒常勤職員との均衡追及、および人勧での引き上げ分については勤勉手当に配分となった0.05月もあわせ、

期末手当での0.1月の引き上げ

②給料･報酬､期末手当が均衡している場合でも

⇒人勧での引き上げ0.1月分を期末手当で引き上げ

〇格差是正に向けて

〇組織化に向けて
・同じ職場で労働者として「格差」を放置しない･･･そのために労働組合加入を推進し共に闘おう！！ 23

「会計年度任用職員の処遇改善・格差是正」


